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ミャンマーはこれからどこへ向かうのであろうか。2010 年 11 月に 20
年ぶりに実施された総選挙で「圧勝」した連邦団結発展党（Union 
Solidarity and Development Party： USDP）は，2011 年 3 月 30 日に
新政権を樹立した。ここに国家平和発展評議会（State Peace and Devel-





凍結など一気に改革を進め，2014 年の ASEAN 議長国への就任の決定，


















供してきた。とくに，第 1 章，第 2 章，第 3 章）（２） 。
以下，第 1 節で，テインセイン政権の発足とその特徴について紹介する。





2011 年 3 月 30 日，ミャンマーに新政権が誕生した。2010 年の総選挙
にもとづき 1 月 31 日に招集された連邦議会の第 1 回通常国会の第 1 会期
の最終日（第 18 日目）となったこの日，テインセイン首相が大統領に，ティ
ンアウンミンウー（３） SPDC 第 1 書記と少数民族のシャンのサイマウカン
氏の 2 人が副大統領に，それぞれ就任した。連邦議会における投票で 2












司法の 3 権を連邦議会が選出・承認した人物に移管し，SPDC を解散する
ことを記した SPDC 布告 5 号（2011 年 3 月 30 日）を読み上げた。ここ
に 1988 年 9 月 18 日にクーデターによって登場した軍事政権は終わった。
足かけ 23 年に及ぶ長期政権であった。
テインセイン大統領は就任前の 2 月 9 日に，すでに連邦議会へ新政権
で入閣する 30 人の閣僚名簿を提出しており，承認を得ていた。ただし，
この時点では誰がどのポストに就くのかは不明であった。テインセイン
大統領は就任後直ちに，大統領令第 4 号（2011 年 3 月 30 日）により 30
人の閣僚を各ポストに任命した（表 1）。これにより，テインセイン大統
領を首班とする新内閣が発足した。
新内閣は大統領と 2 人の副大統領を含めて，33 人から構成される。全
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エリート将校である。テインセイン大統領は 1997 年 11 月 15 日に，軍
事政権が国家法秩序回復評議会（State Law and Order Restoration 
Council：SLORC）から SPDC へと組織変更した時に，委員として参加
した。以降，2003 年 8 月に SPDC 第 2 書記に，2004 年 10 月には SPDC
第 1 書記に就任した。2007 年 5 月に当時のソーウィン首相がシンガポー


































規定されている国防相，内務相，国境相の 3 人のみである。議会の 4 分













なお，33 人の閣僚のうち，人民代表院の議員は 24 人，民族代表院の
議員は 2 人，国軍司令官に指名された軍人（国軍議員ではない）が 3 人，（議
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はならない決まりとなっている（憲法第 63 条，64 条，232 条）。
また，同日，大統領は大統領令第 9 号により 14 の地域・州知事を指名







(2011 年 3 月 30 日現在 )
№ 名前 州 ・ 地域 前職1) 政党
1 La John Ngan Hsai カチン州 実業家 USDP
2 Khin Maung Oo ( または ) Bu Yal カヤー州 不明 USDP
3 Zaw Min ( 准将） カレン州 カレン州 PDC 議長 軍人議員
4 Hong Ngai チン州 チン州 PDC 議長 USDP
5 Ohn Myint モン州 鉱山相 USDP
6 Hla Maung Tin ラカイン州 軍人 （大佐） USDP
7 Aung Myat シャン州 軍人 （大佐） USDP
8 Tha Aye ザガイン地域 SPDC 委員 USDP
9 Phone Maw Shwe マグウェー地域 マグウェー管区 PDC 議長 USDP
10 Ye Myint マンダレー地域 国軍保安局長 USDP
11 Nyan Win バゴー地域 外務大臣 USDP
12 Khin Zaw タニンターリー地域 国軍第 6 特別作戦室長 USDP
13 Myint Swe ヤンゴン地域 国軍第 5 特別作戦室長 USDP
14 Thein Aung エーヤワディー地域 林業相 USDP
表２　地域・州知事
（注）　 1） 直近の前職がわからない場合は，判明している最後の役職。
（出所）大統領令第 9 号（2011 年 3 月 30 日），『アジア動向年報』（アジア経済研究所）各年版，各種報道
などより作成。
第 2 節　新政権下でなにが起きているのか




















テインセイン大統領は 4 月 11 日にアウンサンスーチー氏と親交のあるミ
ン博士を経済顧問に任命し，5 月 16 日にはすべての受刑者に恩赦を実施
した。この恩赦は死刑を終身刑に，そのほかの受刑者の刑期を 1 年減刑
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3 月 30 日 新政権が設立。 テインセイン首相， 大統領に就任。 ティンアウンミンウーおよびサイ
マウカンの両氏， 副大統領に就任。 SPDC， 解散
31 日 テインセイン大統領， 施政方針演説
4 月 2 日 中国の賈慶林全国政治協商会議主席，来訪 （～ 5 日）。 4 日にテインセイン大統領，
ティンアウンミンウー副大統領と会談
11 日 政府， 経済・政治・法律の 3 分野に 3 人の大統領顧問を任命。 経済分野のリーダー
は， アウンサンスーチー氏と親交のあるミン博士
12 日 EU 外相理事会， 対ミャンマー制裁の 1 年延長を決定。 ただし， ミャンマー政府高官
への査証発給制限や EU 高官のミャンマーへの渡航規制は部分的に緩和
5 月 5 日 テインセイン大統領， インドネシア訪問。 ASEAN 首脳会議に出席。 議長声明は，
2014 年のミャンマー議長国就任について， 国内情勢をみつつ判断すると表明
12 日 徐才厚中国共産党中央軍事委員会副主席，来訪 （～ 15 日）。 テインセイン大統領，
ミンアウンフライン国軍司令官と会談
16 日 テインセイン大統領， すべての受刑者に恩赦。 死刑は終身刑に， その他の受刑者
は刑期を１年間減刑
18 日 ユン米国務副次官補 （東アジア・太平洋担当），来訪 （～ 21 日）。 ウンナマウンルウィ
ン外相， アウンサンスーチー氏と会談
20 日 農村開発と貧困削減に関する国家ワークショップが開催 （～ 22 日）
26 日 テインセイン大統領， 訪中 （～ 28 日）。 27 日に胡錦濤国家主席と会談
6 月 1 日 マケイン米上院議員，来訪 （～ 3 日）。 ティンアウンミンウー副大統領，アウンサンスー
チー氏と会談
李源潮中国共産党中央政治局委員， 来訪
9 日 カチン独立軍 (KIA)， カチン州南東部 （タペイン ・ ダム周辺） およびシャン州北部に
おいて国軍と武力衝突
ベトナムのホアン ・ チュン ・ ハイ副首相， 来訪 （～ 12 日）。 経済協力協定を締結
10 日 報道検閲登録局， 芸術やスポーツなどの分野の定期刊行物について事前検閲を廃
止
20 日 EU 評議会事務局長クーパー氏率いる EU 代表団， 来訪 （～ 23 日）
25 日 シュエマン下院議長一行， ロシア訪問
27 日 菊田外務政務官 , 来訪 （～ 29 日）。 28 日にウンナマウンルウィン外相， 29 日にアウ
ンサンスーチー氏と会談
28 日 内務省， アウンサンスーチー氏へ政治活動を中止するよう求める書簡を発出
30 日 ラッド ・ オーストラリア外相， 来訪 （～ 7 月 2 日）。 2002 年ダウナー外相以来。 西側
諸国の外相訪問は新政権発足後初めて
財政歳入省， 公務員年金を増額
7 月 1 日 政府， 輸出税を 10％から 7 ％へ引き下げ
赤十字国際委員会 （ICRC）， 刑務所を訪問
4 日 アウンサンスーチー氏， パガン訪問。 自宅軟禁解除後， 初の地方訪問
11 日 トンシン ・ ラオス首相， 来訪 （～ 13 日）
19 日 アウンサンスーチー氏， 殉難者の日の式典に出席。 9 年ぶり
ウンナマウンルウィン外相， インドネシア・バリで開催された ASEAN 外相会議に出席。
外相会議の共同声明は， 2014 年のミャンマー議長国については ASEAN 首脳会議
で決定するよう要請
25 日 アウンサンスーチー氏， アウンチー労相と会談。 会談後， 共同声明を出し， 記者会
見を実施
表３　テインセイン政権下の主要な出来事（2011 年 3 月～ 11 月） 月 日 出来事
28 日 アウンサンスーチー氏， テインセイン大統領と少数民族武装勢力に対し， 和平を求
める公開書簡を発出
8 月 10 日 政府， 情報相をリーダーとする報道官 ・ 情報チームを設置
第 2 工業相， 第 1 工業相を兼務。 第 1 工業相は大統領府大臣に異動
12 日 アウンサンスーチー氏， アウンチー労相と 2 回目の会談。 共同声明を発出
チョーサン情報相， 新政権下で最初の記者会見を開催。 NLD に政党登録を要求
14 日 アウンサンスーチー氏， バゴー訪問
15 日 政府， コメ， 豆類など 7 品目について輸出税を 2％に低減 （8 月 11 日付布告）。 6
カ月間の時限措置
16 日 国営新聞， 外国メディアを批判するスローガンや 「人民の希望」 などのプロパガンダ
掲載を停止
17 日 テインセイン大統領， 政府関係者 ・ 経済 ・ 社会団体を集めた会議で， 外国に住む
国民に帰国を促す
18 日 政府， 少数民族武装勢力に和平を呼びかける声明を発出
19 日 テインセイン大統領， アウンサンスーチー氏と会談
アウンサンスーチー氏， ネーピードーで開催された経済開発のためのワークショップ
（19 ～ 21 日） に参加
財政歳入省， 委託加工 （CMP） による輸出に対する税金， および外貨で賃金を得
ている国内外の国民の所得税を 10％から 2％へ低減。 6 カ月間の時限措置
21 日 キンタナ国連人権理事会特別報告者，来訪 （～ 25 日）。 24 日にアウンサンスーチー
氏と会談
22 日 第 1 回通常国会第 2 会期， 招集
26 日 テインセイン大統領， ベルマ ・ インド海軍司令官と会談
9 月 1 日 政府， 木材加工品の輸出に対する商業税を免除 （2012 年 2 月 14 日まで）
5 日 ミャンマー国家人権委員会， 設置
8 日 週刊誌 『人民の時代』， アウンサンスーチー氏の手記を掲載
9 日 アメリカのミッチェル特別代表 ・ 政策調整官， 来訪 （～ 14 日）
11 日 鉄道運輸相， 車齢 40 年を超えた車の廃車を求め， 代わりに 1995 年以降に製造さ
れた自動車の輸入を認める方針を発表
15 日 当局， BBC, VOA, DVB などミャンマー政府に批判的な海外メディアのホームページ
への接続禁止を解除
23 日 山本幸三衆議院議員一行， シュエマン下院議長と会談
選挙管理委員会， 人民民主党 （PDP） を政党として登録
26 日 ヤンゴンで 2007 年の抗議運動を記念するデモ。 警察に解散させられる
27 日 ウンナマウンルウィン外相， 第 66 回国連総会で演説。 近い将来の恩赦について言及
29 日 ミッチェル米特別代表 ・ 政策調整官， ウンナマウンルウィン外相と会談 （3 回目）
30 日 大統領， ミッソンダム建設の凍結を表明
アウンサンスーチー氏， アウンチー労相と会談。 新政権下で 3 回目
10 月 1 日 中国外務省の洪磊副報道局長 , ミッソンダム建設中止について， ミャンマー政府が適
切な措置をとるように要求
民間銀行 6 行， 政府公認の外貨両替所での両替業務を開始
4 日 選挙管理委員会， 新国民民主党 （NNDP） を政党として登録
5 日 インラック ・ タイ首相， 来訪
7 日 テインセイン大統領， 中国大使と会談
ウンナマウンルウィン外相， ノルウェー副外務大臣と会談
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ティンアウンミンウー副大統領と会談
11 日 政府， 経済・政治・法律の 3 分野に 3 人の大統領顧問を任命。 経済分野のリーダー
は， アウンサンスーチー氏と親交のあるミン博士
12 日 EU 外相理事会， 対ミャンマー制裁の 1 年延長を決定。 ただし， ミャンマー政府高官
への査証発給制限や EU 高官のミャンマーへの渡航規制は部分的に緩和
5 月 5 日 テインセイン大統領， インドネシア訪問。 ASEAN 首脳会議に出席。 議長声明は，
2014 年のミャンマー議長国就任について， 国内情勢をみつつ判断すると表明
12 日 徐才厚中国共産党中央軍事委員会副主席，来訪 （～ 15 日）。 テインセイン大統領，
ミンアウンフライン国軍司令官と会談
16 日 テインセイン大統領， すべての受刑者に恩赦。 死刑は終身刑に， その他の受刑者
は刑期を１年間減刑
18 日 ユン米国務副次官補 （東アジア・太平洋担当），来訪 （～ 21 日）。 ウンナマウンルウィ
ン外相， アウンサンスーチー氏と会談
20 日 農村開発と貧困削減に関する国家ワークショップが開催 （～ 22 日）
26 日 テインセイン大統領， 訪中 （～ 28 日）。 27 日に胡錦濤国家主席と会談
6 月 1 日 マケイン米上院議員，来訪 （～ 3 日）。 ティンアウンミンウー副大統領，アウンサンスー
チー氏と会談
李源潮中国共産党中央政治局委員， 来訪
9 日 カチン独立軍 (KIA)， カチン州南東部 （タペイン ・ ダム周辺） およびシャン州北部に
おいて国軍と武力衝突
ベトナムのホアン ・ チュン ・ ハイ副首相， 来訪 （～ 12 日）。 経済協力協定を締結
10 日 報道検閲登録局， 芸術やスポーツなどの分野の定期刊行物について事前検閲を廃
止
20 日 EU 評議会事務局長クーパー氏率いる EU 代表団， 来訪 （～ 23 日）
25 日 シュエマン下院議長一行， ロシア訪問
27 日 菊田外務政務官 , 来訪 （～ 29 日）。 28 日にウンナマウンルウィン外相， 29 日にアウ
ンサンスーチー氏と会談
28 日 内務省， アウンサンスーチー氏へ政治活動を中止するよう求める書簡を発出
30 日 ラッド ・ オーストラリア外相， 来訪 （～ 7 月 2 日）。 2002 年ダウナー外相以来。 西側
諸国の外相訪問は新政権発足後初めて
財政歳入省， 公務員年金を増額
7 月 1 日 政府， 輸出税を 10％から 7 ％へ引き下げ
赤十字国際委員会 （ICRC）， 刑務所を訪問
4 日 アウンサンスーチー氏， パガン訪問。 自宅軟禁解除後， 初の地方訪問
11 日 トンシン ・ ラオス首相， 来訪 （～ 13 日）
19 日 アウンサンスーチー氏， 殉難者の日の式典に出席。 9 年ぶり
ウンナマウンルウィン外相， インドネシア・バリで開催された ASEAN 外相会議に出席。
外相会議の共同声明は， 2014 年のミャンマー議長国については ASEAN 首脳会議
で決定するよう要請
25 日 アウンサンスーチー氏， アウンチー労相と会談。 会談後， 共同声明を出し， 記者会
見を実施
表３　テインセイン政権下の主要な出来事（2011 年 3 月～ 11 月） 月 日 出来事
28 日 アウンサンスーチー氏， テインセイン大統領と少数民族武装勢力に対し， 和平を求
める公開書簡を発出
8 月 10 日 政府， 情報相をリーダーとする報道官 ・ 情報チームを設置
第 2 工業相， 第 1 工業相を兼務。 第 1 工業相は大統領府大臣に異動
12 日 アウンサンスーチー氏， アウンチー労相と 2 回目の会談。 共同声明を発出
チョーサン情報相， 新政権下で最初の記者会見を開催。 NLD に政党登録を要求
14 日 アウンサンスーチー氏， バゴー訪問
15 日 政府， コメ， 豆類など 7 品目について輸出税を 2％に低減 （8 月 11 日付布告）。 6
カ月間の時限措置
16 日 国営新聞， 外国メディアを批判するスローガンや 「人民の希望」 などのプロパガンダ
掲載を停止
17 日 テインセイン大統領， 政府関係者 ・ 経済 ・ 社会団体を集めた会議で， 外国に住む
国民に帰国を促す
18 日 政府， 少数民族武装勢力に和平を呼びかける声明を発出
19 日 テインセイン大統領， アウンサンスーチー氏と会談
アウンサンスーチー氏， ネーピードーで開催された経済開発のためのワークショップ
（19 ～ 21 日） に参加
財政歳入省， 委託加工 （CMP） による輸出に対する税金， および外貨で賃金を得
ている国内外の国民の所得税を 10％から 2％へ低減。 6 カ月間の時限措置
21 日 キンタナ国連人権理事会特別報告者，来訪 （～ 25 日）。 24 日にアウンサンスーチー
氏と会談
22 日 第 1 回通常国会第 2 会期， 招集
26 日 テインセイン大統領， ベルマ ・ インド海軍司令官と会談
9 月 1 日 政府， 木材加工品の輸出に対する商業税を免除 （2012 年 2 月 14 日まで）
5 日 ミャンマー国家人権委員会， 設置
8 日 週刊誌 『人民の時代』， アウンサンスーチー氏の手記を掲載
9 日 アメリカのミッチェル特別代表 ・ 政策調整官， 来訪 （～ 14 日）
11 日 鉄道運輸相， 車齢 40 年を超えた車の廃車を求め， 代わりに 1995 年以降に製造さ
れた自動車の輸入を認める方針を発表
15 日 当局， BBC, VOA, DVB などミャンマー政府に批判的な海外メディアのホームページ
への接続禁止を解除
23 日 山本幸三衆議院議員一行， シュエマン下院議長と会談
選挙管理委員会， 人民民主党 （PDP） を政党として登録
26 日 ヤンゴンで 2007 年の抗議運動を記念するデモ。 警察に解散させられる
27 日 ウンナマウンルウィン外相， 第 66 回国連総会で演説。 近い将来の恩赦について言及
29 日 ミッチェル米特別代表 ・ 政策調整官， ウンナマウンルウィン外相と会談 （3 回目）
30 日 大統領， ミッソンダム建設の凍結を表明
アウンサンスーチー氏， アウンチー労相と会談。 新政権下で 3 回目
10 月 1 日 中国外務省の洪磊副報道局長 , ミッソンダム建設中止について， ミャンマー政府が適
切な措置をとるように要求
民間銀行 6 行， 政府公認の外貨両替所での両替業務を開始
4 日 選挙管理委員会， 新国民民主党 （NNDP） を政党として登録
5 日 インラック ・ タイ首相， 来訪
7 日 テインセイン大統領， 中国大使と会談
ウンナマウンルウィン外相， ノルウェー副外務大臣と会談





11 日 テインセイン大統領， 服役中の 6359 人を恩赦により 12 日から釈放する大統領令を
発布
労働組合法， 発布
12 日 テインセイン大統領， インドを訪問 （～ 15 日）。 14 日にシン ・ インド首相と会談
19 日 IMF ミッション， 4 条協議のため来訪 （～ 11 月 1 日）
パコックで洪水。 21 日までに 100 人以上が死亡 ・ 行方不明に
20 日 ウンナマウンルウィン外相， 日本を訪問 （～ 22 日）。 21 日に玄葉外務大臣と会談。
玄葉外務大臣は ODA 再開を表明
ティンアウンミンウー副大統領， 南寧で開催される第 8 回中国 ・ ASEAN 博覧会に参
加のため， 中国を訪問 （～ 27 日）。 胡錦濤中国首相と会談
24 日 アメリカのミッチェル特別代表 ・ 政策調整官， 9 月に次いで 2 回目の来訪 （～ 25 日）
25 日 民族代表院 , 平和的集会 ・ 行進法を審議
27 日 人民代表院， 20 日に民族代表院で可決された政党登録法の改正法を可決。 大統
領の署名で発効へ
28 日 マルティ ・ インドネシア外相， 来訪 （～ 30 日）。 29 日にテインセイン大統領， アウン
サンスーチー氏と会談
30 日 アウンサンスーチー氏， アウンチー労相と会談。 新政権下で 4 回目
11 月 1 日 アメリカのポスナー国務次官補 （民主主義 ・ 人権 ・ 労働担当）， 来訪
ナンビア国連事務総長特別顧問， 来訪
ノルウェーの環境 ・ 国際開発大臣， 来訪
2 日 アメリカのミッチェル特別代表・政策調整官， 10 月に次いで 3 回目の来訪。 ポスナー
国務次官補とともに， ウンナマウンルウィン外相と会談
3 日 日 ASEAN 経営者会議 （AJBM）， ヤンゴンで開催 （～ 4 日）
アウンサンスーチー氏， マハティール ・ マレーシア元首相と会談
4 日 政党登録法の改正法， 発布
12 日 ミャンマー国家人権委員会， 大統領に恩赦を要請する公開書状を発出。 政治囚は
500 人， 内 200 人はすでに解放されていると言及
カチン州ミッチーナで爆発。 少なくとも 10 人が死亡， 20 人以上が負傷




15 日 ASEAN 外相会議 （インドネシアのバリ島）， ミャンマーの 2014 年 ASEAN 議長国就
任で合意
17 日 ASEAN 首脳会議， ミャンマーの 2014 年議長国への就任を決定
オバマ大統領， アウンサンスーチー氏と電話会談





19 日 潘国連事務総長， テインセイン大統領と会談。 ミャンマー訪問の意向を表明
テインセイン大統領， 国内外のメディアと会見。 大統領就任後初めて
22 日 連邦議会， 「平和的集会および行進に関する法律」 を可決。 12 月 2 日に大統領署
名で発布
ソーウィン国軍副司令官， バングラデシュを訪問 （～ 26 日）















外相会議では，ミャンマーが希望していた 2014 年の ASEAN 議長国への





25 日 NLD， 政党設立 ・ 登録を申請
第 1 回連邦議会の第 2 通常会期， 終了
シュエマン人民代表院議長， 記者会見でタンシュエ氏は引退したと明言
27 日 ミンアウンフライン国軍司令官， 中国を訪問 （～ 12 月 2 日）。 28 日に習近平国家副
主席， 陳炳徳中国人民解放軍総参謀長と会談。 国防協力に関する覚書を締結
28 日 日 ・ ミャンマー両政府， ODA 再開に向けて関係省庁間の協議を開催
29 日 政府代表団， KIO 議長らと中国雲南省の瑞麗で和平交渉
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8 月 17 日，テインセイン大統領はネーピードーの国際会議場に政府関
























いて事前検閲を廃止した。8 月 16 日以降は，それまで国営新聞に必ず掲
載されていたボイス・オブ・アメリカ（Voice of America：VOA），英国
放送協会（British Broadcasting Corporation：BBC），ラジオ・フリー・










海外メディアが取材に入って来るようになった。9 月 8 日には現地週刊誌
『人民時代』（The People’s Age）に，『毎日新聞』に掲載されたアウンサ
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さらに，9 月 30 日，テインセイン大統領は中国電力投資集団公司（China 


























月 4 日に政党登録法を改正する法律を発布した。政党登録法は 2010 年 3
月に発布されていたが，当時，国家防御法違反により有罪判決を受け受刑
中（８） であったアウンサンスーチー氏を NLD から除籍しなければならない
など，厳しい規定が盛り込まれていた。非民主的な条項が盛り込まれてい





6 条 c 項），②受刑者は政党の党員になれないという規程を削除（第 10 条
e 項），③総選挙時に 3 人以上の候補者を立てることが政党登録要件となっ
ていたが，これを補欠選挙でもよいことに変更（第 12 条 a 項），の 3 点
の修正がなされた。
NLD は 11 月 18 日に中央委員会を開き，政党として再登録し，補欠選
挙に参加することを決定した。その後，アウンサンスーチー氏も立候補
を表明した。これに先立ち，キンアウンミン連邦議会議長が雑誌のインタ






たれた。そして，2008 年憲法とそれにもとづく 2010 年総選挙の結果が
認知されることとなったのである。これはテインセイン政権の正統性を高
める，大きな一歩となった。
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める，大きな一歩となった。











の関係改善は，11 月の ASEAN 首脳会議で合意された 2014 年の ASEAN
議長国への就任とともに，テインセイン政権にとって国際社会への復帰へ
向けた大きな成果となったのである。
さらには，ミャンマー国家人権委員会の設置（9 月 5 日），労働組合法（10



















母体組織である連邦団結発展協会（Union Solidarity and Development 
Association：USDA）および行政組織を通じて，票を動員するメカニズ
ムを構築した。さらには，2008 年の新憲法に国軍の国政関与を保証する
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ウザー銀行の外貨両替所（2011 年 12 月 7 日，小島英太郎氏撮影）。
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も高いといわれている携帯電話も，今後 5 年間で 50％の普及率（人

































（ 5 ）ただし，2008 年憲法は大統領の政党活動を禁止しており（第 64 条），テインセ
イン大統領は USDP 党首としての活動を停止している。




（ 7 ）憲法の規定で公務員は被選挙権をもたない（憲法第 121 条ほか）。
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